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《特別講義》　21世紀における日韓関係を考える

　　　　　　　　　　　　　　　　　

永野　慎一郎（東アジア政経アカデミー代表）
　第二次世界大戦の終戦によって韓国は35年間の日本の植民地支配から解放されました。しかし不幸にも南北に分断され、分断状況は今も続いています。

　戦後の日本は米軍の占領の下、厳しい経済状況が続き、食料も十分ではなく、アメリカからの援助に依存していました。韓国では1950年に内戦が勃発し、3年に及ぶ戦争によって経済は極端に疲弊しました。南北の対決の中で、政争が絶えず、経済は世界最貧国のレベルでした。
いま、思えばまさに奇跡です。日本は朝鮮戦争時の米軍からの特需という神風によって逸早く戦後復興の契機をつくり、未曾有の高度成長を成し遂げ、世界第2位の経済大国となりました。韓国も1970年代以降、急成長を成し遂げ、一人当たりGDP2万ドルを超え、G20の主要メンバーとして活躍しています。
現在、日本と韓国は東アジア地域の優等生として世界経済をけん引する機関車的な役割をしており、日韓関係も大きく変わってきました。
　日韓関係は相互依存関係であると考えております。いくつかの実例を挙げます。戦後の日本はＧＨＱの占領のもとで、戦後復興に取り組んでいました。ちょうどその時に朝鮮戦争が起きたのです。朝鮮戦争は、日本にとって「恵みの雨」でありました。
政治的には、連合国の対日講和会議を急ぐことによって、名実共に独立国となりました。敗戦国日本は戦勝国である多数の連合国と講和条約を締結しなければなりません。しかし、終戦直後から東西冷戦が始まり、米ソ対立が激しくなり、終戦から５年経過しても講和条約は結べない状況でありました。朝鮮戦争最中の1951年9月、米国と英国の主導でサンフランシスコ平和条約が締結されました。
経済的には、朝鮮戦争特需が戦後日本の経済復興の促進剤となり、起爆剤となりました。それが自立経済確立の基礎作りに多大な貢献となったのです。
　

　朝鮮戦争特需とは、朝鮮戦線に出動する国連軍、主に米軍の将兵に補給するための物資や役務サービスの買い付けのことです。兵器関係製品を扱う金属製品、トラックや自動車部品などの運輸機械、糸織物製品などが売られています。　繊維産業、自動車産業、鉄鋼業、造船業はいうまでもなく、国民生活全般にわたって、戦争特需効果が波及したのです。
　なかでも、トヨタ自動車は最も恩恵を受けた企業です。ＧＨＱ当局の緊縮財政政策により、倒産の危機に直面していたトヨタ自動車を救済したのは朝鮮戦争特需でありました。「米軍からの特需という神風に恵まれ、倒産寸前のトヨタは、大きく息を吹き返した」と当時のトヨタ自動車EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(いしだ),石田)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(たいぞう),退三)社長が社史で書いています。
　このように、朝鮮戦争特需は戦後日本経済復興の契機を作り、日本経済活性化に多大な貢献をしたと考えられます。
　1960年代後半以降、韓国は「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(はん),漢)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(かん),江)の奇跡」といわれていたように、世界でも類を見ない急成長を成し遂げました。60年代初めまで韓国経済は世界最貧国の一つでした。
1961年に軍事クーデターで政権を取ったEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ばく),朴)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じょんひ),正煕)政権は意欲だけで資金も技術も経験もない状況の中で、日韓国交正常化を急ぎ、日本からの請求権資金および経済協力資金を有効に活用し、産業化の基盤造成を始めました。EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(きょん),京)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　ぶ),釜)高速道路を始めとするハイウェイ建設、多目的ダム建設、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぽ),浦)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(はん),項)綜合製鉄建設などがあります。これらのインフラ整備が韓国経済発展の原動力となっています。
　綜合製鉄建設は朴正煕大統領の夢でありました。綜合製鉄建設を最重点課題とし、外資および技術導入のための準備を始めました。韓国政府としては日本の支援よりも欧米先進国の支援を期待していました。しかし、世界銀行などの判断は「経済性が低い」と断ったのです。
　第２次世界大戦後、発展途上国の上位国の多くが経済自立を目指して、綜合製鉄建設を試みましたが、技術、経済運営上の理由でほとんど失敗しました。
当時の世界銀行総裁ユージン・ブラックがIMF大会で、「発展途上国には３つの神話がある。第１に、高速道路の建設、第２に、綜合製鉄の建設、第３に、国家元首の記念碑の建立である」と述べています。
この言葉の意味は、発展途上国の非経済性と浪費について指摘したことであります。このような見解が当時の先進国の間では常識でありました。
　綜合製鉄建設には日本側の協力が必要でありました。朴正煕大統領は側近のEQ \* jc2 \* "Font:HG創英ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽEB" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ばく),朴)

EQ \* jc2 \* "Font:HG創英ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽEB" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(て),泰)

EQ \* jc2 \* "Font:HG創英ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽEB" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(じゅん),俊)を浦項綜合製鉄社長に任命し、日本側と交渉させました。朴大統領の強い意志と朴泰俊社長の行動力によって浦項綜合製鉄（現在のポスコ）の建設は可能でありました。
朴泰俊は、欧米からの支援が困難であることが分ると、対日請求権資金のうち未使用分を浦項綜合製鉄建設費用に転用することを思いつき、朴大統領を説得しました。対日請求権資金は日韓国交正常化に伴って日本側から無償3億ドル、有償2億ドルを10年間で提供するというものです。対日請求権資金の使用計画はすでに決まっていて、ほとんどが農業振興部門に当てられていました。
当時の韓国国会議員の80％が農家出身であったという事情を考えれば、資金の転用は不可能に近いものでした。しかし、朴泰俊は農業振興のためにも綜合製鉄建設は是非必要であると朴正煕大統領を説得したのです。朴正煕大統領の強いリーダーシップで転用が認められました。
用途変更のためには日本側との面倒な手続きが必要であります。官僚レベルでの交渉が必要であり、頭の固い官僚たちを説得しなければなりません。最も困難なことは韓国の綜合製鉄建設に対して日本の政財界には否定的な意見が強かったことです。ビジネス的にいえば、韓国に綜合製鉄を作らせることは、競争相手を養成するようなものです。用途変更だけでなく、資金および技術面での日本側の協力も必要でありました。
　浦項綜合製鉄建設には、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(やすおか),安岡)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(まさひろ),正篤)の役割が大きかったと思います。安岡正篤といえば戦後日本の政財界に最も影響力を持っていた人物です。戦後日本の「歴代首相のご意見番」「政財界の指南役」として知られていた人物です。
　朴泰俊と安岡正篤との出会いが日韓関係改善に多大な貢献となったのです。その一つは、日韓国交正常化過程での日本の政界実力者への根回しであり、もう一つは、浦項綜合製鉄建設への協力です。
　安岡は高い次元で国益を考え、さらに上の次元で両国の将来を考えていた人物です。目先の利益を追求するのではなく、広く、深く、長期的なことを考える思想家です。
安岡は、浦項綜合製鉄建設への日本の協力は日本の国益にとって有益であると判断したのです。
　浦項綜合製鉄は韓国経済の発展に不可欠な基盤産業でした。安岡のような指導者が協力してくれたからこそ、浦項綜合製鉄の建設は可能であったと考えております。浦項綜合製鉄の建設は韓国経済発展に多大な寄与となりました。しかし、韓国経済の成長によって、最も利益を得たのは実は日本なのです。
　韓国の産業構造は植民地時代から戦後においても日本依存型になっています。
韓国は輸出指向型工業化を推進し、必要な原材料、生産財、資本などを日本から輸入しました。比較的安価な労働力で生産した製品を米国に輸出するシステムになっていました。韓国は輸出の増大で経済成長を成し遂げています。韓国の輸出増大は日本からの輸入増大になります。
韓国経済の成長によって日韓両国の貿易は増大しました。韓国にとって日本は第2位の貿易相手国であり、日本にとって韓国は第3位の貿易相手国です。両国にとって第1位は中国です。日韓中の3国はトライアングルの貿易関係です。日中間は日本が赤字、日韓間は韓国が赤字、韓中間は中国が赤字です。相互依存関係であり、東アジア地域内で考えれば均衡状態です。

日本と韓国は「近くて遠い国」でした。しかし、近来になって、相互交流と理解が深まり「近くて近い国」の関係になりつつあります。両国民の相互往来が増大しています。年間546万人が両国間を往来しています。2010年には244万人の韓国人が日本を訪問し、302万人の日本人が韓国を訪問しています。韓国人が訪日外国人の29％を占め、第1位を維持しています。日韓間の距離が短くなった証拠です。
　日韓両国間で、経済、文化、芸術、スポーツ等、幅広い分野での交流が進展しています。日本の26空港から韓国への直行定期便が週618便運航しており、羽田―金浦間は、1日14便が運航しています。現在、日韓両国に134組の姉妹都市が提携され、地方レベルでの交流も拡大しています。
　現在、日韓両国間では、シャトル首脳外交が行われ、様々なレベルでの交流が始まっています。1999年から日韓ワーキング・ホリデー制度が導入され、多くの若者がこの制度を利用して相互訪問し、働きながら、長期滞在しています。
　21世紀に入り、両国関係は、従来の冷めた国民感情から、相手の文化を尊重し、認め合うような成熟した関係へと変わりつつあります。2002年のワールドカップ共同開催を契機に、民間交流が拡大しています。
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(きむでじゅん),金大中)政権が従来禁止していた日本の大衆文化を解禁し受け入れたことで、韓国文化の輸出が行われ、ドラマ「冬のソナタ」などが日本で大人気となり、いわゆる「ヨン様」に代表される「韓流ブーム」が起きました。
一方、韓国においても「日流ブーム」が起きており、日本のテレビドラマや映画、日本の小説などが高い人気を博しています。人の往来だけでなく、文化交流も双方向で進行しています。
昨年3月11日、東日本大震災が発生した時、韓国政府はいち早く支援を表明し、外国から最初の救助犬チームが到着しました。続いて救助隊102名が派遣され、救助活動を支援し、水や食料などの多くの支援物資が伝達されました。
ソウル市内には「日本頑張れ！」の横断幕が貼られており、多くの韓国人が募金活動に参加していました。助け合いの精神なのです。従軍慰安婦問題で日本政府を非難していた韓国内支援団体も、“困っている時はお互い様”と募金活動をしていたことがニュースで報道されました。これを見て駐韓日本国大使が感激の涙を流した場面がTVニュースで流されていました。
　日韓両国において、海底トンネルを建設しようとする動きがあります。日本と韓国の間で海底トンネルが完成すれば、両国間で人の往来だけでなく、物流の移動が急増し、経済的な波及効果は非常に大きいとみられています。それ以上に重要なことは、朝鮮半島を含む北東アジア地域の平和と安定への貢献です。
　日韓海底トンネルは日本と韓国を結ぶだけでなく、それが北朝鮮を通過し、中国東北地方の鉄道網につながり、シベリア鉄道を経由してヨーロッパまで到達するという遠大なプロジェクトなのです。
このプロジェクトが実現すれば、東京駅から夢の列車に乗って博多まで行き、日韓海底トンネルを通ってEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぷさん),釜山)に渡り、朝鮮半島を縦断して、シベリアを経由し、ユーラシア大陸を横断して、ロンドンまで行けるのです。
私はいつかこの巨大プロジェクトが実現するであろうと考えております。
国際環境も変化してきました。最近、ロシアの天然ガスを北朝鮮経由で韓国に送るパイプライン建設と鉄道建設の問題が大きくクローズアップされました。
北朝鮮の政治・経済的安定と朝鮮半島の平和定着が基本的な条件となります。北朝鮮は現在経済的に厳しい状況に置かれています。ロシアからパイプラインが北朝鮮経由で韓国に到達できるようになれば、これは北東アジアの平和と安定にとっても多大な寄与となります。
南北関係が決して良いわけではありませんが、パイプラインを通すということは北朝鮮にとって実利があるからです。場所を提供して、通過料をいただくという経済的な実利なのです。
パイプラインの建設は、北朝鮮にとっても韓国にとってもリスクを伴う巨大事業です。当然、国民の合意を得ながら、関係諸国とも協議し、慎重に推進しなければなりません。かつてハンブルグから東ドイツを経由して西ベルリンまで高速道路（アウトバーン）を建設し、それが東西ドイツ統合に多大な貢献となった実績があります。
パイプライン建設が実現すればロシアは韓国に大量の天然ガスを売り込むことになります。ロシアだけでなく、韓国、北朝鮮の3カ国が共に利益を得られるウィンウィンウィン戦略となります。
平和は黙っていても訪れるものではありません。努力によって得られるものです。パイプラインを通過させることは北朝鮮の開放につながります。ですから、北朝鮮は慎重にならざるをえません。通過料という外貨は欲しいけれども、開放へつながり、体制の崩壊を招くのではないかと慎重になるのです。そのような北朝鮮の立場を周辺諸国は十分認識し配慮する必要があります。北朝鮮が安心して開放できる環境づくりが必要なのです。
　日韓トンネル建設について日韓両政府間で公式的な合意には達していませんが、各種調査は進展し、研究成果も数多く出ています。実現のためのプロセスとして、両国政府の合意による共同調査研究体制の構築が必要であります。
　1990年代に入ってから、日韓海底トンネルに関する首脳外交が活発化し、両国のトップが日韓トンネルの実現に向けて意見交換し、必要性を両国民と世界に向けて意思表示しております。
　日韓両国の研究機関においても調査・研究がなされています。海底トンネルの技術的可能性および経済性などについても研究が行われています。すでに多数の海底トンネルが建設され、運用されているので、それらのトンネルの実績は大いに参考になります。
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(せいかん),青函)トンネル、英仏海峡トンネル、東京湾アクアライントンネルなどがあります。技術面においてはそれ以後さらに進歩しており、より安全でより合理的な工法や経済性などについて研究されています。技術は日進月歩です。
　日韓海底トンネルの建設費用は約10兆円、工期は約10年と試算されています。しかし、技術の進歩により工期の短縮と共に、費用削減可能という研究結果が出ています。
　日韓海底トンネル建設の究極的な目的は、東アジアの平和と安定並びに共生共栄への道であり、当面の目的としては、日韓両国の経済交流の架橋役割であると考えております。トンネルができれば人の往来が盛んになることによって交流が始まり、相互理解が深まり、共通の価値観が生まれ、それが文化交流および経済交流の深化に繋がります。
トンネルの完成によって両国民の心の通った交流が進展すれば、良き隣人として協力し合う関係になります。金銭的な経済効果だけよりは平和や福祉への必要経費としての価値も加算する必要があります。
　日韓海底トンネルは21世紀の新しい日韓関係を構築する記念事業になると考えております。相互理解の基本は道から始まります。
　現在、日中韓３国の交流は制限なく進展しており、相互交流効果は計り知れないものがあります。日韓トンネル建設は、単なる日本と韓国間の問題だけでなく、北朝鮮を巻き込んだ“平和への道”として連結できるならば大きな成果が期待できます。
北朝鮮はロシアのパイプライン同様、北朝鮮域内を列車が通過できれば、場所代として通過料が入り、国民生活の向上に役立つことは明確であります。列車が釜山を出発して軍事境界線を越え、北朝鮮を通過できるようになれば、北朝鮮の開放へと導き、朝鮮半島の平和と安定に寄与するだけでなく、東アジア地域の平和と安定に資することになります。
日韓海底トンネル構想は、いまや夢からビジョンに、さらには具体的な実現に向けて走り出しています。日韓間を結ぶことから始まり、朝鮮半島の平和と安定に寄与することになり、東アジア共同体実現へと発展することになります。
20年、または30年後はもしかしたら、日韓海底トンネルが出来上がっているかもしれません。その頃は日韓関係も同伴者として成熟した関係になると期待しております。
最近は、平均寿命が延びているので、私が100歳まで生きておれば、東京駅から夢の列車に乗って下関・博多を経由し、海底トンネルを通って釜山に渡り、釜山とソウルで一時下車して、新鮮な魚料理と焼肉を食べて、友人たちと昔話をしてから、再び列車に乗り込み、軍事境界線を越え、北朝鮮の山野を観覧し、ピョンヤンで冷麺を食べて、シベリアを経由してロンドンまで行ってみたいと考えております。
私はこのような夢を持っております。私なりに夢実現に向けて努力します。皆様も共に夢を持ちましょう。大きな夢を！
御清聴有難うございました。
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